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FANG＋インデックス・オープン

私の周りのFANG+ vol.1

スマートスピーカー戦国時代 ～その②～

2018年8月2日

＜スマートスピーカーを各社発売＞

すでに、FANG+指数採用銘柄のうち、5社がス
マートスピーカーを発売しています。

※当ページに関する記載は、各種資料より当社作成。

各社参入しているスマートスピーカー

IDC（International Data Corporation）社
の予測によると、スマートスピーカー市場（支出額）
は、2018年段階では118億ドル程度ですが2022
年には278億ドル程度に拡⼤すると考えられています。
（出典：The Fight for Smart Assistant 
Dominance Heats Up as Smart Home 
Market Grows, Says IDC, June 21, 2018）

なお、canalys社による販売台数予測は以下のよ
うになっています。

スマートスピーカーの販売台数は2017年では
5,000万台程度でしたが、2022年には3億台を超
えるとみられています。2022年のシェアは、アマゾン
（34%）とグーグル（34%）で半分以上を占める
とみられています。

※1サービスの基礎になるもの

＜プラットフォーム※1としてのスマートスピーカーシステム＞
各社はスマートスピーカーを自社で販売しているだけ

ではなく、他社にもシステムを供給しています。例えば、
パナソニックのSC-GA10はグーグル製、Ankerの
Eufy Genieはアマゾン製のシステムを搭載して販売
しています。さらに、各社はそれぞれのシステムを利用
したソフトの開発を容易にする施策を始めています。
このように、各社とも自社のシステムのシェア拡⼤を

目指しています。
次回は、なぜスマートスピーカー（システム）に⼒を

入れているのかを説明します。

会社名 製品名
アップル HomePod
アマゾン Echo
グーグル(アルファベット) Google Home
バイドゥ ⼩度(Xiaodu)

天猫精霊
（TMALL GENIE）

アリババ

（図表1）各社のスマートスピーカー

また、フェイスブックからも年内の販売が噂されていま
す。

＜急拡大するスマートスピーカー市場＞

（図表2）canalys社による販売台数予測

※canalys社作成
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

FANG+インデックス・オープン
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの目的・特色

 
ファンドの目的 
 

米国上場企業の株式に投資し、NYSE FANG+指数（円ベース）の動きに連動した投資成果をめざします。 
（注）「株式」…DR（預託証券）を含みます。 

 
●NYSE FANG+について 

NYSE FANG +指数は、次世代テクノロジーをベースに、グローバルな現代社会において人々の生活に大きな影響
力を持ち、高い知名度を有する米国上場企業を対象に構成された株価指数です。 

NYSE FANG+指数は、これらの企業に等金額投資したポートフォリオで構成されています。 
なお、「FANG」とは、主要銘柄であるフェイスブック（Facebook）、アマゾン・ドット・コム（Amazon.com）、

ネットフリックス（Netflix）、グーグル（Google）の頭文字をつないだものです。 
※当指数は、四半期（3・6・9・12 月）ごとに等金額となるようリバランスを行ないます。 

 
ファンドの特色 
 

1． 原則として、NYSE FANG+指数を構成する全銘柄に投資します。 
2． 為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。 
3． 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。 

・マザーファンドは、「FANG+インデックス・マザーファンド」です。 
 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

FANG+インデックス・オープン
お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの費用

投資リスク
 

● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ
れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク、信用リスク）」、「集中投資のリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、「そ
の他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことが
できません。 

 ※購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせ下さい。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投資信

託証券は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉2.16%（税抜 2.0%） 
購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、
取引執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.783％ 
（税抜 0.725％） 

運用管理費用の総額は、毎日、信託財産の純資産総額に対し
て左記の率を乗じて得た額とします。 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オ
プション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合の
費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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2018年8月1日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社大東銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第17号 ○  

株式会社トマト銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第11号 ○  

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第175号 ○  

FANG+インデックス・オープン　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。
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